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新 旧 

ふくしま産業育成資金融資制度要綱 
 
１～２ （略） 
 
３ 要 領 
 (1) （略） 

 
（2） 融資の対象 

（本文 略） 
   Ａ、Ｂ（略） 
     

 Ｃ 雇用促進枠 
   新たな雇用を伴う事業計画を有し、令和６年３月に県内の高等学校等（

県立及び私立の全日制高等学校、定時制高等学校、通信制高等学校及び特
別支援学校高等部並びに専修学校の高等課程をいう。）を卒業予定の者又
は令和３年３月以降に高等学校等を卒業した者、障がい者又は外国人を対
象とした求人を公共職業安定所又は職業紹介事業を行うことができる者
に提出し、当該求人により雇用期間の定めのない正規雇用として採用の内
定を行った者。 

 
 Ｄ （略） 
 
 Ｅ カーボンニュートラル枠 

    県内に事業所を有する、かつカーボンニュートラルに係る事業計画書を
提出した中小企業者 

 
 (3)  融資の条件 
   ① 資金使途 
     運転資金、設備資金 
      ただし、Ｅに該当する場合には、カーボンニュートラルに向けた取

り組みに必要なものに限る（運転資金についてはカーボンニュートラ
ル分野の研究開発に取り組もうとするものに限る。設備資金において
は土地取得費を除く。また県内設置に限る）。 

 
   ②～④ （略） 
 
 

ふくしま産業育成資金融資制度要綱 
 
１～２ （略） 
 
３ 要 領 
 (1) （略） 

 
（2） 融資の対象 

（本文 略） 
   Ａ、Ｂ（略） 
     

 Ｃ 雇用促進枠 
   新たな雇用を伴う事業計画を有し、令和５年３月に県内の高等学校等（

県立及び私立の全日制高等学校、定時制高等学校、通信制高等学校及び特
別支援学校高等部並びに専修学校の高等課程をいう。）を卒業予定の者又
は令和２年３月以降に高等学校等を卒業した者、障がい者又は外国人を対
象とした求人を公共職業安定所又は職業紹介事業を行うことができる者
に提出し、当該求人により雇用期間の定めのない正規雇用として採用の内
定を行った者。 

 
 Ｄ （略） 
 
 

 
 
 
 (3)  融資の条件 
   ① 資金使途 
     運転資金、設備資金 
 
 
 
 
 
   ②～④ （略） 
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  ⑤ 融資利率 
    ア （略） 

イ (2)ＢからＥのいずれかに該当する中小企業者（ただし、Ｄ、Ｅは 

信用保証協会の保証を付す場合に限る） 

      信用保証協会の保証を付す場合     固定 年１．３％以内 
      信用保証協会の保証を付さない場合  固定 年１．８％以内 
 
   ⑥、⑦ （略） 
 
 （4）（略） 
 
 （5） 申込み及び報告 
   ①  融資を受けようとする者は、「ふくしま産業育成資金融資申込書」（  

様式第１号）または「ふくしま産業育成資金融資申込書〔県内育成枠（ 

中心市街地要件）〕」（様式第３号）により、取扱金融機関に対して申 

込みを行うものとする。 

取扱金融機関は、速やかに同申込書及び必要書類を信用保証協会に提出
するものとする。 

   ② カーボンニュートラル枠の融資を受けようとする者は、①に加え、「ふ
くしま産業育成資金（カーボンニュートラル枠）に係る事業計画書」（様
式第４号）を信用保証協会に提出するものとする。 

       信用保証協会は、毎月10日までに前月分の融資実績を知事に報告するも
のとする。その際、カーボンニュートラル枠の実績があった場合、「ふく
しま産業育成資金（カーボンニュートラル枠）に係る事業計画書」の写し
を添付することとする。 

 
        取扱金融機関は、保証無しで融資を行った場合、その月分の融資状況を翌

月１０日までに「ふくしま産業育成資金（保証無）融資実行報告書」（様式
第２号）により知事に報告するものとする。 

 
４ （略） 
 

附 則 
（略） 
附 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
２ 改正前のふくしま産業育成資金融資制度要綱、福島県街なか再生特別資金融
資制度要綱に基づき融資された資金については、なお、従前の例による。ただ

   ⑤ 融資利率 
    ア （略） 

イ (2)ＢからＤのいずれかに該当する中小企業者（ただし、Ｄ、Ｅは 

信用保証協会の保証を付す場合に限る） 

      信用保証協会の保証を付す場合     固定 年１．３％以内 
      信用保証協会の保証を付さない場合  固定 年１．８％以内 
 
   ⑥、⑦ （略） 
 
 （4）（略） 
 
 （5） 申込み及び報告 
       融資を受けようとする者は、「ふくしま産業育成資金融資申込書」（

様式第１号）または「ふくしま産業育成資金融資申込書〔県内育成枠（
中心市街地要件）〕」（様式第３号）により、取扱金融機関に対して申
込みを行うものとする。 

取扱金融機関は、速やかに同申込書及び必要書類を信用保証協会に提
出するものとする。 

 
 
 
           信用保証協会は、毎月10日までに前月分の融資実績を知事に報告する

ものとする。 
 
 
         取扱金融機関は、保証無しで融資を行った場合、その月分の融資状況を

翌月１０日までに「ふくしま産業育成資金（保証無）融資実行報告書」（
様式第２号）により知事に報告するものとする。 

 
 
４ （略） 
 

附 則 
（略） 
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し、改正後の要綱３（３）⑥についてはこの限りではない。 
３ 改正前の福島県街なか再生特別資金融資制度要綱３（１）で規定する中心市
街地は、令和６年３月３１日までの間は、改正前の中心市街地における市街地
の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律（平成10年法律第9
2号）第６条第２項第２号により定めた区域とすることができる。 

４ 改正前の福島県街なか再生特別資金融資制度要綱３（３）で規定する協議会
は、協議会が設立されていない場合にあっては、令和６年３月３１日までの間
は、改正前の中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体
的推進に関する法律（平成10年法律第92号）第１８条第３項の認定を受けた認
定構想推進事業者とすることができる。 

５ 改正前の要綱３（３）⑤イで規定する融資利率のうち変動金利については、
原則として３月及び９月に見直しを行い、５月１日及び１１月１日から適用す
る。 

 
 

別表（３(3)⑦関係）（略） 

  

                           
                                    
                                   
                                   
                                
                                    

                                    
                                    
                                     

                     
                                   

                                  
   

 
 

別表（３(3)⑦関係）（略） 

       

 


